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伊香賀 俊治
慶應義塾大学理工学部システムデザイン工学科教授

社会資本整備審議会建築分科会
第2回住宅・建築物省エネルギー部会（2007.10.9）

住宅の省エネルギー対策について

1．住宅の断熱に関わる温室効果ガス排出量の全国推計
2．住宅の断熱改修の費用対効果分析
3．住宅のライフサイクルCO2分析

補足：住宅からの温室効果ガス排出量の2050年までの全国予測

資料２
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Ⅰ地域: 札幌

Ⅱ地域: 盛岡

Ⅲ地域: 仙台

Ⅳ地域: 東京

Ⅴ地域: 鹿児島

Ⅵ地域: 那覇

（新設住宅：2010年以降新基準：50％、次世代基準：50％）
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1)水田和彦、伊香賀俊治、村上周三：ウレタン壁内注入と窓の断熱改修効果の2020年までの予測、

日本建築学会環境系論文集、No.614、pp99-106、2007.4

2)水田和彦：住宅の断熱改修による温室効果ガス削減に関する研究（慶應義塾大学学位論文2007.9）

住宅の省エネルギー基準の気候区分
と各区分の代表都市

1．住宅の断熱に関わる温室効果ガス排出量の全国推計

（断熱改修未実施ケース）



Prof. Toshiharu Ikaga, Keio University 3

0
10
20
30
40
50
60
70
80

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020
（年）

温
室

効
果

ガ
ス

排
出

量
（
百

万
t-

C
O

2
/
年

）

改修開始：2007年

21.9％増

3.1％減
　　フロン放散

　　暖冷房CO2

　　部材製造

1990年対比
23.5%減

1990年の排出水準
2020年
改修しないケース
に比べ27.4%減

（断熱改修推進ケース）

▲15百万t-CO2

▲12百万t-CO2

1)水田和彦、伊香賀俊治、村上周三：ウレタン壁内注入と窓の断熱改修効果の2020年までの予測、

日本建築学会環境系論文集、No.614、pp99-106、2007.4

2)水田和彦：住宅の断熱改修による温室効果ガス削減に関する研究（慶應義塾大学学位論文2007.9）

1．住宅の断熱に関わる温室効果ガス排出量の全国推計

1051新基準

1051旧基準

20101従来型

2016-202011-152007-10

改修対象住戸の割合の設定 年率％

各年の改修未実施住戸のうち、毎年下記の割合で改修
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戸建住宅における改修前後の仕様（東京・旧基準から改修の場合）

グラスウール付加75mm

吹込みグラスウール100mm

単板ガラス

改修前

グラスウール充填30mm

グラスウール
充填45mm

グラスウール
充填30mm ウレタン注入

75mm
内窓付加

改修後

■住宅モデル：日本建築学会標準問題（在来木造２階建て：床面積125.86m2）

■対象地域：Ⅰ～Ⅴ地域の代表都市（札幌、盛岡、仙台、東京、鹿児島）

現実的に対応し易い改修方法を設定（外壁内や天井裏の空間を利用）

2．住宅の断熱改修の費用対効果分析
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熱損失係数の推移（改修対象：全部位）

改修前後の熱損失係数の推移（東京・戸建の場合）
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16.4

13.9
12.7

戸建住宅の断熱改修費用の算定

注）各工事の材工実勢価格を公表価格の80％の水準として算出。諸経費10％を含む。

ウレタン注入は吹付けウレタンの材工価格を適用。
参考文献：2006年後期 積算資料ポケット版総合編、財団法人経済調査会、2006.6

積算資料ポケット版 リフォーム2006、建築工事研究会編、2006.2

■改修後の断熱水準 いずれも次世代基準相当

（東京の場合）

水田和彦：住宅の断熱改修による温室効果ガス削減に関する研究（慶應義塾大学学位論文2007.9）
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（壁、床など各部位の内訳は、全体をそれぞれのCO2削減量で按分）

（全部位を同時に改修、東京の場合）

水田和彦：住宅の断熱改修による温室効果ガス削減に関する研究（慶應義塾大学学位論文2007.9）

戸建住宅の断熱改修費用あたりのCO2削減量
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戸建住宅の断熱改修費用あたりのCO2削減量

１部位のみ改修、東京の場合

水田和彦：住宅の断熱改修による温室効果ガス削減に関する研究（慶應義塾大学学位論文2007.9）
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戸建住宅の断熱改修の投資回収年数
（東京の場合、全部位を同時に改修）

水田和彦：住宅の断熱改修による温室効果ガス削減に関する研究（慶應義塾大学学位論文2007.9）
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注１）潜熱回収型高効率給湯器、省エネエアコンの情報は下記文献を引用。

・エコ住宅エコ機器による世帯あたりCO2削減効果の推定、環のくらしウェブサイト
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潜熱回収型
高効率給湯器

太陽光発電

戸建

集合

２）壁、床など各部位の内訳は、全体をそれぞれのCO2削減量で按分

水田和彦：住宅の断熱改修による温室効果ガス削減に関する研究（慶應義塾大学学位論文2007.9）

（東京・全部位改修の場合）

断熱改修の費用あたりCO2削減量の省エネ設備との比較
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▲14.8▲9.3▲0.9断熱改修の実施

▲8.6
（3300）

▲5.2
（1855）

▲1.2
（410）

太陽光発電の導入

（導入量：万kW）

2020年度2015年度2010年度

太陽光発電導入と断熱改修のCO2削減量の比較

百万t-CO2

注1）数字は各年度において上記各対策を実施しなかった場合とのCO2排出量の差分を表す。

2）太陽光発電導入の効果は、総合資源エネルギー調査会需給部会、および2030年に向

けた太陽光発電ロードマップ検討委員会（NEDO）の策定した導入量の将来予測値を

もとに算定。2015年度および2020年度の導入量は、2010年と2030年の値を直線補完

した導入量をもとに算定。

3)太陽光発電システムのCO2排出原単位は、産業総合技術研究所 太陽光発電研究

センターのホームページを参考に0.03kg-CO2/kWhと設定。

水田和彦：住宅の断熱改修による温室効果ガス削減に関する研究（慶應義塾大学学位論文2007.9）
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LCCO2（kg-CO2/年・㎡）

建設時 改修・修繕・解体時 居住時（暖房）
居住時（冷房） 居住時（給湯） 居住時（その他）

3．住宅のライフサイクルCO2分析

1)伊香賀俊治ほか：住宅のエネルギー消費量とCO2排出量の都道府県別マクロシミュレーション手法の開発，
日本建築学会技術報告集 第22号，263-268，2005.12

2)建物のLCA指針、日本建築学会、2006.11
3)建築物総合環境性能評価システム CASBEE-すまい（戸建） 評価マニュアル、(財)建築環境・省エネルギー機構、2007.9

木造住宅で
旧省エネ
基準相当
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環境品質の評価

レーダーチャート

環境負荷低減性能の評価

環境効率チャート

設計上の配慮事項

建物概要

ライフサイクルＣＯ２チャート
2-3　ライフサイクルCO2（温暖化影響チャート）

建設

参照値

評  価
対  象

（kg-CO2/㎡・年）

15 30 45 60 75

このグラフは、LR3中の「地球温暖化への配慮」の内
容を、一般的な住宅（参照値）と比べたライフサイ
クルCO2 排出量の目安で示したものです

居住改修・修繕・解体
他

100%

80%

CASBEE‐すまい(戸建)

2007年版

建築物総合環境性能評価システム CASBEE-すまい（戸建）
評価マニュアル、(財)建築環境・省エネルギー機構、2007.9
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（自然体ケース）2005年に1990年の1.31倍まで増大
するが、2050年には0.56倍まで低下

３５％

２５％

４０％

伊香賀： 第4編 今後のわが国の住宅におけるエネルギー消費の推移、
日本の住宅におけるエネルギー消費、日本建築学会、2006.10

電力CO2原単位（kg-CO2/kWh）

1990年 0.42
2010年 0.36
2030年 0.27
2050年 0.12
経済産業省：技術戦略マップ、
超長期エネルギービジョン
(2005.3）

補足：住宅からの温室効果ガス排出量の2050年までの全国予測
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冷蔵庫

厨房
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（1990年60％減ケース）
2010年90年比1.26倍→1.1１倍に軽減
2050年90年比0.56倍→0.39倍に軽減

伊香賀： 第4編 今後のわが国の住宅におけるエネルギー消費の推移、
日本の住宅におけるエネルギー消費、日本建築学会、2006.10

補足：住宅からの温室効果ガス排出量の2050年までの全国予測
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北海道の住宅からのCO2排出量 （対策強化ケース）

2010年90年比1.21→1.07倍に軽減
2050年90年比0.47倍→0.39倍に軽減

北海道では断熱強化
と省エネ暖房機器へ
の買い替えが効果的

伊香賀： 第4編 今後のわが国の住宅におけるエネルギー消費の推移、
日本の住宅におけるエネルギー消費、日本建築学会、2006.10
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沖縄県の住宅からのCO2排出量 （対策強化ケース）

2010年90年比1.33→1.18倍に軽減
2050年90年比0.71倍→0.43倍に軽減

沖縄県では冷房、給
湯、家電製品の省エ
ネ化が特に大切

伊香賀： 第4編 今後のわが国の住宅におけるエネルギー消費の推移、
日本の住宅におけるエネルギー消費、日本建築学会、2006.10
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2050年のCO2を1990年比60％減達成の条件１

暖房及び冷房の延べ運転時間を25％短縮する省エネ行動（2020
年までに全世帯の30％で実行され、移行横ばいとした）

暖房室温を2℃下げ、冷房室温を1℃上げる省エネ行動（2020年ま
でに全世帯の30％で実行され、移行横ばいとした）

灯油式から電気式の暖房機器への買換促進（2005年を基準として
、電化率が2020年に1.5倍、2050年3倍になるものとした）

省エネエアコンへの買替促進（2020年時点で全世帯平均の暖房
COPが3.0から6.0へ、冷房COPが4.0から6.0へ、2050年時点で全世
帯平均の暖房COPが4.0から8.0へ、冷房COPが6.0から8.0へ向上
するものとした）

既存住宅の断熱強化（2005年以降、毎年全住宅の1.0%が次世代
省エネ基準を満たすように断熱改修されるものとした）

新築住宅の断熱強化（2020年までにすべての新築住宅が次世代
省エネ基準を満たすものとした）

暖
冷
房
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省エネ行動の普及（①給湯温度を1℃下げる、②入浴回数を減らす。
風呂給湯量を減らす。節水シャワーヘッドを使用する、③洗顔と炊事
で湯を使うのを減らす。夏の洗顔・炊事には水を使うなどの省エネ行
動が2020年には全世帯の50％で実行され、以降横ばいとした）

灯油式から電気式の給湯機器への買換促進（2005年を基準として、
電化率が2020年に1.5倍、2050年3倍になるものとした）

潜熱回収型給湯機への買替促進（2020年時点までに完了、熱効率は
1.2倍に向上するものとした）

電気温水器からヒートポンプ給湯機への買替促進（2020年時点までに
完了、また、2050年までにCOP6.0に向上するものとした）。

給
湯
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太陽光発電（戸建住宅で4kW/戸、集合住宅で0.5kW/戸の太陽光発電
が2020年までに戸建で10％、集合住宅で1％、2050年までに戸建で20
％、集合住宅で2％まで普及するものとした）

太陽熱給湯の普及（戸建住宅で4m2/戸、集合住宅で2m2/戸の太陽熱
給湯器が2020年までに戸建で20％、集合住宅で2％、2050年までに戸
建で40％、集合住宅で4％まで普及するものとした）

太
陽
熱
・
光

省エネ行動の普及（①不使用時に家電のコンセントを抜く、②風呂の残
り湯を洗濯に使う、③洗濯をまとめ洗いする。スピードコースで洗濯す
る、④廊下･浴室･洗面所の白熱灯から電球型蛍光灯に交換する、⑤
温水洗浄便座のふたを閉める。温度設定を季節に合わせて調整する
などの省エネ行動が2020年には全世帯の50％で実行され、以降横ば
いとした）

省エネ型テレビへの買替促進（2005年を基準として、2020年には50％、
2050年には75％、テレビの電力消費量が削減されるとした）

省エネ型冷蔵庫への買替促進（2005年を基準として、2020年には60％
、2050年には70％、冷蔵庫の電力消費量が削減されるとした）

家
電
製
品
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